
京都市児童福祉施設の設備及び運営の基準に関する条例の全部を改正する条例（平成２５

年１月９日京都市条例第   号）（保健福祉局障害保健福祉推進室） 

  地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための関係法律の整備に関

する法律（平成２３年法律第３７号及び同第１０５号）の施行により児童福祉法の一部

が改正され，児童福祉法に基づく事業及び施設の人員，設備及び運営の基準等を条例で

定めなければならないこととなったことに伴い，当該基準等を定めることとしました。 

なお，規定の方式については，本市が本市の区域の実情を踏まえて独自に設ける基準

をより明確に示すことを目的に，省令に定める基準と本市が採用する基準とが異ならな

い部分については，当該省令を引用する方式としました。 

  この条例により基準等を定める事業及び施設は，次に掲げるとおりです。 

  指定通所支援及び基準該当通所支援（指定通所支援以外の障害児通所支援をいう。）

の事業 

 ア 指定児童発達支援 

 イ 指定医療型児童発達支援 

 ウ 指定放課後等デイサービス 

 エ 指定保育所等訪問支援 

 オ 基準該当児童発達支援 

 カ 基準該当放課後等デイサービス 

  指定障害児入所施設等（指定障害児入所施設又は指定医療機関をいう。） 

 ア 指定福祉型障害児入所施設 

 イ 指定医療型障害児入所施設 

  児童福祉施設 

 ア 助産施設 

 イ 乳児院 

 ウ 母子生活支援施設 

 エ 保育所 

 オ 児童厚生施設 

 カ 児童養護施設 

 キ 福祉型障害児入所施設 

 ク 医療型障害児入所施設 
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 ケ 福祉型児童発達支援センター 

 コ 医療型児童発達支援センター 

サ 情緒障害児短期治療施設 

シ 児童自立支援施設 

ス 児童家庭支援センター 

  この条例は，平成２５年４月１日から施行することとしました。 



 京都市児童福祉施設の設備及び運営の基準に関する条例の全部を改正する条例を公布す

る。 

  平成２５年１月９日 

京都市長  門 川 大 作   

京都市条例第   号 

   京都市児童福祉施設の設備及び運営の基準に関する条例の全部を改正する条例 

 京都市児童福祉施設の設備及び運営の基準に関する条例の全部を次のように改正する。 

   京都市児童福祉法に基づく事業及び施設の人員，設備及び運営の基準等に関す 

   る条例 

目次 

第１章 総則（第１条・第２条） 

第２章 指定通所支援及び基準該当通所支援の事業（第３条～第５条） 

第３章 指定障害児入所施設等（第６条～第８条） 

第４章 児童福祉施設（第９条～第１３条） 

附則 

第１章 総則 

（趣旨） 

第１条 この条例は，児童福祉法（以下「法」という。）の規定に基づき，事業及び施設

の人員，設備及び運営の基準等を定めるものとする。 

（用語） 

第２条 この条例において使用する用語は，法において使用する用語の例による。 

第２章 指定通所支援及び基準該当通所支援の事業 

（申請者に係る要件） 

第３条 法第２１条の５の１５第２項第１号（法第２１条の５の１６第４項において準用

する場合を含む。）に規定する条例で定める者は，法人であり，かつ，京都市暴力団排

除条例（以下「暴排条例」という。）第２条第４号イ及びエに掲げる者でないものとす

る。 

（暴力団の排除） 

第４条 指定通所支援及び基準該当通所支援の事業を行う事業所の管理者及び当該事業

の利用者の利益に重大な影響を及ぼす業務の全部又は一部について一切の裁判外の行
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為をなす権限を有し，又は当該管理者の権限を代行し得る地位にある従業者は，暴力団

員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第６号に規定する暴力団員（以下「暴

力団員」という。）であってはならない。 

２ 前項の事業所は，その運営について，暴排条例第２条第４号に規定する暴力団員等（以

下「暴力団員等」という。）の支配を受けてはならない。 

（その他の基準） 

第５条 前条に定めるもののほか，法第２１条の５の４第１項第２号並びに法第２１条の

５の１８第１項及び第２項の規定に基づき条例で定める基準は，児童福祉法に基づく指

定通所支援の事業等の人員，設備及び運営に関する基準（平成２４年厚生労働省令第１

５号）に定める基準とする。 

第３章 指定障害児入所施設等 

（申請者に係る要件） 

第６条 法第２４条の９第２項（法第２４条の１０第４項において準用する場合を含む。）

において準用する法第２１条の５の１５第２項第１号に規定する条例で定める者は，法

人であり，かつ，暴排条例第２条第４号イ及びエに掲げる者でないものとする。 

（暴力団の排除） 

第７条 指定障害児入所施設等の管理者及び指定障害児入所施設等の入所者の利益に重大

な影響を及ぼす業務の全部又は一部について一切の裁判外の行為をなす権限を有し，又

は当該管理者の権限を代行し得る地位にある従業者は，暴力団員であってはならない。 

２ 指定障害児入所施設等は，その運営について，暴力団員等の支配を受けてはならない。 

（その他の基準） 

第８条 前条に定めるもののほか，法第２４条の１２第１項及び第２項の規定に基づき条

例で定める基準は，児童福祉法に基づく指定障害児入所施設等の人員，設備及び運営に

関する基準（平成２４年厚生労働省令第１６号）に定める基準とする。 

   第４章 児童福祉施設 

（人権の擁護及び虐待の防止） 

第９条 児童福祉施設は，入所者の人権の擁護及び虐待の防止を図るため，責任者の設置

その他必要な体制の整備を行うとともに，その職員に対する研修の実施その他の必要な

措置を講じるよう努めなければならない。 

（暴力団の排除） 



第１０条 児童福祉施設の長及び児童福祉施設の入所者の利益に重大な影響を及ぼす業務

の全部又は一部について一切の裁判外の行為をなす権限を有し，又は当該児童福祉施設

の長の権限を代行し得る地位にある職員は，暴力団員であってはならない。 

２ 児童福祉施設は，その運営について，暴力団員等の支配を受けてはならない。 

（保育所の設備） 

第１１条 乳児又は満２歳に満たない幼児を入所させる保育所には，乳児室又はほふく室，

医務室，調理室及び便所を設けなければならない。ただし，乳児又は満２歳に満たない

幼児で，ほふくをするものを入所させる保育所については，ほふく室を設けなければな

らない。 

（保育所の職員） 

第１２条 保育士の数は，乳児おおむね３人につき１人以上，満１歳以上満２歳に満たな

い幼児おおむね５人につき１人以上，満２歳以上満３歳に満たない幼児おおむね６人に

つき１人以上，満３歳以上満４歳に満たない幼児おおむね１５人につき１人以上，満４

歳以上満５歳に満たない幼児おおむね２０人につき１人以上，満５歳以上の幼児おおむ

ね２５人につき１人以上とする。ただし，各保育所につき２人を下ることはできない。 

（その他の基準） 

第１３条 第９条から前条までに定めるもののほか，法第４５条第１項の規定に基づき条

例で定める基準は，児童福祉施設の設備及び運営に関する基準（昭和２３年厚生省令第

６３号。以下この条において「省令」という。）で定める基準（省令第３２条第１号及

び第３３条第２項に定める基準を除く。）とする。 

   附 則 

（施行期日） 

１ この条例は，平成２５年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 乳児６人以上を入所させる保育所に係る第１２条に規定する保育士の数の算定につい

ては，当分の間，当該保育所に勤務する保健師又は看護師を１人に限って保育士とみな

すことができる。 

（関係省令の規定の引用に関する経過措置） 

３ 第５条，第８条及び第１３条の規定の適用に関する経過措置は，児童福祉法に基づく

指定通所支援の事業等の人員，設備及び運営に関する基準，児童福祉法に基づく指定障



害児入所施設等の人員，設備及び運営に関する基準及び児童福祉施設の設備及び運営に

関する基準（以下「関係省令」という。）並びに関係省令の全部又は一部を改正する省

令の附則に規定する経過措置の例による。 

（検討） 

４ 本市は，第５条，第８条及び第１３条の規定において引用する関係省令の規定が改正

されたときは，速やかに，これらの条の規定の改正の要否を検討し，その結果に基づき，

本市の区域の実情に応じた基準の策定に取り組まなければならない。  

（保健福祉局障害保健福祉推進室） 


